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年金制度改iE法の概要

一社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化を図る観点から．働き方や男女の差等に中立的で．ライフスタイルや家族構成等の多様化を踏まえた年金制度を構築するとともに．所得再分配機能の強化や私的年金制度の拡充等により高齢期における生活の安

定を図るため．被用者保険の適用拡大．在職老齢年金制度の見直し．迎族年金の見直し．標準報酬月額の上限の段階的引上げ．個人

型確定拠出年金の加入可能年齢の引上げ等の措置を講する。

＇祁如滋遷
I.働き方に中立的で ライフスタイルの多様化等を踏まえた制度を構築するとともに．高齢期における生活の安定及び所得

再分配機能の強化を図るための公的年金制度の見直し

l.被用者保険の適用拡大等

① 短時問労働者の適用要件のうち，四金要件を撒廃するとともに，企業規模要件を令和9年10月 1 日から令和 17年

10月 1 日までの問に段階的に撒廃する。

常時5人以上を使用する個人事業所の非適用業種を解消し，被用者保険の適用事業所とする。※既存印業所は経

過措沼として当分の間適用しない。

適用拡大に伴い，保険料負担割合を変更することで労働者の保険料負担を軽減できることとし，労使折半を超えて

事業主が負担した保険料を制度的に支援する。

2. 在職老齢年金制度の見直し

一定の収入のある匝生年金受給権者が対象の在職老齢年金制度について，支給停止となる収入基準額を50万円（令

和6年度価格）から62万円に引き上げる。

3. 迫族年金の見直し
0: 追族厚生年金の男女差解消のため， 18歳未満の子のない20~50代の配偶者を原則 5年の有期給付の対象とし．

60歳未満の男性を新たに支給対象とする。これに伴う配慮措町等として， 5年経過後の給付の継続，死亡分割制度

及び有期給付加口の新設収入要件の廃止，中高齢雰婦加口の段階的見直しを行う。

子に支給する追族基礎年金について，迫族呈礎年金の受給権を有さない父母と生計を同じくすることによる支給停

止に係る規定を見直す。

4, 厚生年金保険等の標準報酬月額の上限の段階的引上げ

標準報酬月額の上限について，負担能力に応じた負担を求め．将来の給付を充実する観点から，その上限額を65万

円から75万円に段階的に引き上げる（※）とともに最高等級の者が被保険者全体に占める割合に基づき改定できる
ルールを打入する。※ 68万円→71 万円→75万円に段階的に引き上げる。

5 将来の基礎年金の給付水準の底上げ

① 政府は，今後の社会経済捐勢の変化を見極め，次期財政検証において基礎年金と四生年金の調整期問の見通しに苦

しい差異があり，公的年金制度の所得再分配機能の低下により基礎年金の給付水準の俄下が見込まれる場合には，

基礎年金又は匝生年金の受給権者の将釆における基礎年金の給付水準の向上を図るため，基礎年金と匝生年金のマ

クロ経済スライドによる調整を同時に終了させるために必要な法制上の措凶を謡するものとする。この場合におい

て，給付と負担の均衡がとれた持続可能な公的年金制度の確立について検討を行うものとする。

①の措図を講する坦合において，基礎年金の頷及び厚生年金の額の合計額が当該措図を講じなかった坦合に支給

されることとなる基礎年金の額及び厚生年金の額の合計額を下回るときは，その影響を緩和するために必要な法制

上の措図その他の措図を講するものとする。

II. 私的年金制度の見直し

ff) 個人型確定拠出年金の加入可能年齢の上限を70歳未満に引き上げる。

② 企業年金の迎用の見える化（梢報開示）として厚生労働省が栢報を集約し公表することとする。

皿その他
① 子のある年金受給者の保阻を強化する観点から子に係る加四額の引上げ等を行いつつ，老齢匝生年金の配偶者加給年

金の額を見直す。

再入国の許可を受けて出国した外国人について当該許可の有効期問内は脱退一時金を詰求できないこととする。

令和2年改正法附則による検討を引き続き行うに際して社会経済梢勢の変化を見極めるため，報拙比例部分のマクロ

経済スライドによる給付調整を配窟措芭を講じた上で次期財政検証の翌年度まで組続する。 等

②
 

③
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②
 

②
③
 

このほか．達阪年金の受拾要件に係る国民年金法術則第9条第 1 項のほか，同法，厚生年金保険法，協定丈忠獨j法、確定給付企X年金法及

び社会保険密百会法等について，令和2年改正汰等で手当刃＇る必要があった規定のだ正芍を行う。

令和8年4月 1 日（ただし， !5• 皿③は公布日、 I l ③は令和8年 10 月 1 日， I 4 (68 万円へ引上げ）は令和9年9月 1 日
I l ①（企業規模要件）は令和9年 10 月 1 日 I l ①（四金要件）・ 11 (j)は公布から 3年以内の政令で定める日 I 4 (71 万円へ

引上げ）は令和 10 年9月 1 日 !3 ・皿①は令和 10 年4月 1 日 I 4 (75 万円へ引上げ）は令和 l l 年9月 1 日 I l ②は令

和 11 年 10 月 1 日，皿②は公布から 4年以内の政令で定める日 11②は公布から 5年以内の政令で定める日）
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ー総論-1.Jき方と家族のあり方等に関する
Iミクロの改正」が中心， Iマクロの改正J

は5年後に持ち越し
大和総研金融調査部主任研究11 是枝俊悟（社会保1硲稲議会年金部会委且）

「全体」の

令和 6 (2024) 年 7 月 3 日に．厚生労働

省は公的年金の財政見通しである「財政検

証」の結果を公表しました。

H 本では．平成16 (2004) 年に年金制度

を大規模に改正し．保険料率の上限を定め

たうえでその範囲内で給付を賄うようマ

クロ経済スライドによって給付を調整して

いくこととしました。ただし．給付が減り

過ぎないようにするため．将来にわたって

「モデル年金」の所得代替率で50％以上を

確保することを目標とし． 5 年に 1 度の財

政検証ごとに所得代粋率の将米見通しを確

認しています。

「モデル年金」とは．夫が40年 IIIJJ厚生年

金に加入して平均収入を得て．妻は40年 IIJJ

専業主婦である 1仕術を標準的な世幣とした

うえでその世幣に支給される年金額を符

出したものでこれを現役男子の平均手取

り収入で割ったものが所得代替率です。

令和 6 (2024) 年の財政検証では前回

の令和元 (2019) 年の財政検証と比べて

将来の所得代替率の見通しが好転しました。

令和元 (2019) 年の財政検証時は長期

の経済成長率を 0 ％とする保守的な経済前

提（ケース V) の下では最終的には所得

代替率が44.5% となるまで給付調整を続け

ないと財政均衡が図られない見通しでし

た。しかし．令和 6 (2024) 年の財政検証

時は．保守的な経済前提（長期の経済成長

率を年率マイナス0.1%とする．過去30年

投影ケース）の下でも．i此終的な所得代替

率が50.4％となるまで給付調整を続けるこ

とで財政均衡が図られる見通しが示され．

最終的な所得代替率50％の確保は達成でき

そうになってきました。

年金財政が改蒋した要因は．主に．）阜生

年金の加入率が上昇して保険料収入が増え

たことと．秘立金の運用利回りが想定より

上振れて梢立金残高が増えたことの 2 点で

す。今後も女性や高齢者の労働参加を進め

るとともに労働者を厚生年金に取り込ん

でいく制度改正を進めることで年金財政を

改蒋できる明るい見通しが示されました。

金も金額ベー
\ 

もっとも披終的な所得代替率50.4％を

確保できるといっても．令和 6 (2024) 年

度時点の所得代替率である61.2％からは

およそ 2 割下がることとなります。このた

め．将来の年金水準は 2 割下がるとする報

追も多く見受けられます。

しかしモデル年金においても．所得代

替率ほど実際の年金額は減りません。 1呆

守的な経済前提に基づいても．モデル年金

の金額は令和 6 (2024) 年度が月 22.6万円

であるのに対し．マクロ経済スライドの終

了後の令和41 (2059) 年度も月 21.3万円（令

臼臼四ヨー



、直田西．9 塁磁開和1(9

和 6 (2024) 年度物価換算値）と 6 ％の低

下に留まります。この間，現役1II：代の実質

貨金が14％上昇する一方モデル年金の実質

額は 6 ％減るので現役1lI：代の貨金対比で

の所得代替率の低下は合わせて約 2 割とな

るのです。

金額Jは増h--原生労働省は，令和 6 (2024) 年の財政

検証から新たに「平均年金頷」の見通しを

示しました。「平均年金頷」とは． l厚生年

金の加入の有無や配偶者の有無などを問わ

ず．同じ年度に生まれた者に支給される年

金領を男女別に総平均したものです。男女

それぞれの金額は単身の男女の．男女の合

計額は夫婦の大まかな年金額を示します。

男女合計の「平均年金額」は，令和 6

(2024) 年度は月24.2万円ですが．令和41

(2059) 年度は保守的な経済前提でも月

25.4万円と．僅かながら増加する見通しで

す。男性の平均年金額が月0.2万円減少す

るものの，女性は月1.4万円増加して男性

の減少分を上lnl るためです。

モデル年金額は減るのに平均年金額が増

えるのは，モデル年金が世代にかかわらず

厚生年金の加入期間を男‘性のみの40年で固

定しているのに対し．平均年金額では後に

生まれた1lt代ほど，とくに女性がより長く

働くようになり，厚生年金の加入期間が延

びることが反映されているためです。

男女ともより長く働けるようになること

で「平均年金額」は充実していく見通しで，

公的年金は，全体としては大きな問題を抱

えている状況にはありません。

令和 6 (2024) 年の財政検証では，令和

■■O 臼四四回

5 (2023) 年に国立社会保防・人口問題研

究所が作成した「将来人口拙計」の中位誰

計がベースになっており，当該中位雅計の

ドでは将来的に出生率は1.35まで回復する

と見込んでいます。

一方令和 6 (2024) 年の出生率の実舶

は過去最低の1.15を記録し，中位推計を大

幅に下回っていることから．財政検証が甘

い見通しの下に作成されているとの批判の

声もあります。

しかし人口動態が年金財政に及ぼす影

椰については出生だけでなく，死亡の実

納もあわせて見る必要があります。平均寿

命は．令和 2 (2020) 年をピークに令和 4

(2022) 年まで低下が続きまだコロナ禍

前の水準に戻っておらず中位椎計を下

回って推移しています。平均寿命が縮まっ

ていることは決して喜ばしいことではあり

ませんが年金財政にはプラスに働きます。

出生数と死亡数の両方の実績の誰移を勘

案すると，いずれも中位誰計をたどる場合

と比べて最終的な年金領への影郭はほぽ

プラスマイナスゼロとみられ，令和 6

(2024) 年の財政検証が甘い見通しの下に

作成されているわけではないでしょう。

全体の財政は良い
(])バランスは

99 1’’’ 

このように公的年金を全体として見れ

ば決して悲観的な状況にはないわけです

が「基礎年金」部分だけを取り出してみ

ると．状況は大きく異なります。

前述のとおり， 日本の公的年金は平成16

(2004) 年の法改正により．保険料率を固

定したうえで保険料と積立金などで賄え

る範囲内に年金の給付領を調整していく仕

組みとなっています。これを， より正確に

述べると．公的年金全体ではなく．国民年

金と厚生年金それぞれにおいてそれぞれ



（被用者保険の適用拡大等 II-1] 

適用拡大・年収の壁に対する
支援措置活用の実務

社会保険労務上川嶋英明

令和 7 (2025) 年の通常国会で成立した「社会経済の変化を跨まえた年金制度の機能

強化のための国民年金法等の一部を改正する等の法律」（以下．「年金制度改革法」）で

すがその中でもとくに中小企業の労務への影評が大きいのが社会保険の被保険者の

適用拡大です。

現行の社会保険の加入条件は企業の規模や業種．法人か個人かによって変わります。

つまり．労働者の労働条件がまったく同じでも．働く会社の規校等によって社会保険に

加入できる人とできない人が存在するわけです。そして．こうした企業規模や業種によ

る社会保険の）jIl入条件の追いが労働者側の働き方の選択肢を狭めていたり．そもそも

会社や労働者からすると非常にわかりづらい制疫となっていたりすることから．今回こ

うした企業規模や業種による差をできる限りなくす形でその適）l］が拡大されることにな

りました。

これにより．これまで社会保険に加入できなかった人が社会保険に加入できるように

なるわけですが会社や労働者の負担を考えると．頭の1ifiい部分もあります。社会保険

の保険料は．料率が非常に高いことから．会社の人件骰や労働者の手取りに与える影評

が非常に大きいからです。

そのため．本稿では社会保険の適用拡大について現行との比較から詳しく解説を行っ

ていきます。また今回の改正では．社会保険に手取りの減少に対する施策が用意され

ているほか改正法の成立前からすでに創設されている助成金もあるため．そうした企

業側が取れる対策等についても解説を行っていきます。

険の適用拡大

(1) 企業の規模要件の撒廃

【施行日：令和 9 (2027) 年10月から段階的に】

現行の社会保険制度では．事業所は特定

適用事業所かそれ以外かで分けられます。

そしてどちらに該当するかで，以下のよ

うにそこで働く労働者の社会保険の加入

条件が変わってきます（図表 1) 。

では特定適）ー11事業所かそれ以外かの決

定要因は何かというとそれは事業所に屈

用される社会保険の被保険者数です。社会

保険の被保険者数が一定よりも多い場合．

その事業所は強制的に特定適用事業所とな

ります。

この特定適用事業所となる被保険者数に

ついては特定適）廿事業所の制度が1}f.l始し

臼臼四ヨー
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€EO 短時間労働者の社会保険加入の条件

特定適用事業所以外

• 1 週の所定労働時間が正社邑の 4分の3以上
• 1 月の所定労働日数が正社国の4分の 3以上
のどちらも満たす場合

G□B 特定適用事業所の範囲

特定適用事業所

• 1 週間の所定労慟時間が20時間以上
• 月額賃金8.8万円以上
• 学生でない
上記のいずれも満たす場合

51 人以上の
企業

36人以上の
企業

21 人以上の
企業

11 人以上の
企業

10人以下の
企業

令和 9 令和11 令和14 令和17
現在の対象 (2027) 年

10月から
(2029) 年
10月から

(2032) 年

10月から
(2035) 年
10月から

た平成28 (2016) 年の時、点では501人以上

の規模の企業が対象とされていましたが

令和 4 (2022) 年に 101人以上．令和 6 (2024) 

年に51人以上と．段階的に適用される範囲

が拡大されてきました。

そして令和 7 (2025) 年通常国会の改

正では．ついにこの企業規模要件そのもの

の撤廃に向け． さらなる段階的な社会保険

の適用拡大が行われることが決定されたわ

けです（図表2) 。

なおこれは現行法でも同様ですが．こ

の被保険者数は特定適用事業所となる前の

被保険者数を見ます。そのため，特定適）Tl

事業所以外であれば被保険者にならないけ

れど，特定適用事業所になると被保険者に

なる． というラインで働いている労働者に

閲しては少なくとも特定適用事業所にな

る前は．ここに含める必要はありません。

一方で労使で合意がある場合特定適

用事業所の要件を満たさない被保険者数の

会社であっても．任意特定適用事業所とし

て特定適用事業所となることができます。

なお労使の合意のうち．労働者側の同意

には一定の条件があります。具体的には，

労働組合がある場合は過半数労働組合の同

意が．労働組合がない場合は同意対象者（原

生年金保険の被保険者． 70歳以上被用者．

ー田四回回

特定適用事業所の社会保険加入要件を満た

す短時間労働者のことをいう）の過半数を

代表する者の同謡もしくは同慈対象者の

2 分の 1 以」この同慈が必要です。

(2) 賃金要件の撤廃

【施行日：公布日から 3 年以内］

社会保険の適川拡大については．（ 1)

の企業規模要件の撤廂に加え．賃金要件の

撒溌も予定されています。つまり．「月額

貨金8.8万円以上」の要件を撤廃するとい

うことです。これは最低貨金の上昇で．

地域によっては週の所定労働時間を20時間

とするだけで月額貸金8.8万円以 1-．となる

地域が増加していることを路まえての措置

となります。

こちらの実施時期については年金制度改

革法の公布l:lから 3 年以内とされました。

時期に幅を持たせているのは地域によっ

ては週所定労働時間20時間とするだけでは

月額貨金8.8万円以上とならない地域がま

だあることや． 1［金要件の撒症により保険

料負担が相対的に過大にならないよう．最

低貨金動向を鞘まえつつ．撤廃の時期につ

いては配胞するためです。

}」額8.8万円以上の要件が撤廃されると．

特定適用事業所の社会保険の加入条件は



：在職老齢年金制度の見直し 1 I-2J 

社長・役員等からの
相談対応のポイント

(1)在職老齢年金制度とは

本章では在職老齢年金制度の見直しに

ついて解説します。

在職老齢年金制度とは少子高齢化の進

行的により現役世代の負担が直くなるなか

で現役レベルの給与収入がある老齢原生

年金受給権者には年金制度の支え手に

回ってもらう観点から給与と老齢厚生年

金の合計額が基準額を超える場合に，老齢

犀生年金の支給を減らす仕組みです。

保険料に応じた給付が原則の社会保険で

は例外的な制度といえます。

真休的には．給与と老齢厚生年金の合計

額が支給停止の基準額（「支給停止調整額」。

令和 7 (2025) 年度は51万円）を上回る場

合に．老齢厚生年金について給与 2 に対

し年金 1 が停止されます。

現役男子被保険者の平均月収（ボーナス

を含む）をもとに設定された基準額は，各

年1文の名目竹金変動率（物価変動率 X 実賞

賃金変動率）に応じて改定されます。

(2) 改正のポイントとねらい

［施行日：令和 8 (2026) 年 4 月 1 日］

この碁準額が今回の改正により 62万円

（令和 6 (2024) 年度価格）に引き上げら

れることとなりました。

一臼臼即回

特定社会保険労務十奥野文夫

施行日は令和 8 (2026) 年 4 月 1 日です。

厚生労働省は「改正のねらい」を次のと

おりと説明しています。

．働く高齢者の方々が社会にとってます

ます重要となっていく中で高齢者の方

が働きながらより年金を受給しやすい制

度にします。

・一部の業界では既に働く時間を減らす動

きも見られるため他の業界にも広く影

智が出ないよう早期に対応します。

「高齢者の活躍を後押しし．できるだけ

就業調整が発生しない．働き方に中立的な

仕組みとするため．」年金支給停止の基準

額を（令和 6 (2024) 年度価格で）「現行

の50万円から62万円に」引き上げられるこ

ととなりました（図表 1) 。

(3) 基準額62万円の意味と引上げの影轡

昨年の社会保障稲議会年金部会では．①

在職老齢年金制度の撤廃．②基禅額を71万

円に引上げ③甚準額を62万円に引上げ．

の 3 案が示され検討されていましたが今

回の改正では「③基準額を62万円に引上げ」

案が採用されました。

62万円は．平均的な収入を得る50歳代の

労働者が 60歳代で給与の低下を経ること

なく働き続けた場合の給与 (52万円）に加

え，一定以上の厚生年金加入期間に碁づく

年金収入 (9.7万円）を得ても支給停止と

ならないことを念頭にi性いて設定されたも




